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事業者免税点制度の概要 

 前々年（個人）又は前々事業年度（法人）の課税売上高が1,000万円以下の事業者については、その課税期間の課税資産の譲渡等について、

消費税を納める義務が免除されている。 

 基準期間（前々事業年度）のない新設法人の設立１期目及び２期目の扱いは資本金の額のみで判定。 

 ※資本金1,000万円未満の新設法人は、設立当初の２年間、免税事業者となる。資本金1,000万円以上の新設法人は、設立当初の２年間、事

業者免税点制度が適用されないため課税事業者となる。 

小規模な事業者の事務負担や税務執行コストへの配慮から設けられている特例措置 

【平成９年税率引上げ時】 

 資本金1,000万円以上の新設法人は不適用（設立後２年間に限る） 

【平成15年度改正】 

 適用上限を課税売上高3,000万円から1,000万円へ引下げ 

【平成23年度改正】 

 前年又は前事業年度上半期の課税売上高が1,000万円を超える事業者は不適用 
※１ 課税売上高に代えて支払給与の額で判定可 

※２ 平成25年１月１日以後に開始する年又は事業年度について適用 

【社会保障・税一体改革】 

 資本金1,000万円未満の新設法人のうち、課税売上高５億円超の事業者等がグループで50％超出資して設立された法人は不適用（設立 

 ２年間に限る） 

※ 平成26年４月１日以後に設立される法人について適用  

注 財務省ホームページより抜粋。 

○第Ｃ期 

 免税（第Ａ期の課税売上高が 

 1,000万円以下） 

制度の趣旨 

これまでの制度の見直し 

【 事 例 】 
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簡易課税制度の概要 

簡易課税制度は、課税売上高が5,000万円以下の中小事業者の事務負担への配慮から設けられている措置。 

○ 簡易課税制度 ＝ 売上高だけから納付税額を計算する制度 

○ 適用要件   ＝ 前々年（個人）又は前々事業年度（法人）の課税売上高が5,000万円以下であり、かつ、「簡易課税制度選択届出書」を 

           事前に提出していること 

○ みなし仕入率 ＝ 事業の種類ごとに、仕入高の売上高に通常占める割合を勘案して定められている。 

○ 簡易課税制度を選択した事業者は、２年間以上継続した後でなければ、選択をやめることはできない。 

注 財務省ホームページより抜粋。 

卸売業 小売業 製造業等 サービス業等 不動産業 その他事業

90% 80% 70% 50% 40% 60%
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東京都の65歳以上人口の推移

①　区部・2010(平成22)年を100とした場合 ②　市町村部・2010(平成22)年を100とした場合

注 「東京の自治のあり方研究会 最終報告」(東京都総務局)(平成27年３月)より抜粋。  
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東京都の75歳以上人口の推移

①　区部・2010(平成22)年を100とした場合 ②　市町村部・2010(平成22)年を100とした場合

注 「東京の自治のあり方研究会 最終報告」(東京都総務局)（平成27年３月）より抜粋。  
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東京都の人口ピラミッドの推移

注１  「東京都長期ビジョン」(平成26年12月)より抜粋。 

 ２ 「東京都男女年齢（５歳階級）別人口の予測」(平成25年３月)（東京都総務局）、「国勢調査」(総務省)等より作成。 

 ３ 2040年以降は東京都政策企画局による推計。 
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